
少 子 化 対 策 の 総 合 的 推 進

１．地域の子育て支援の推進 ６，８７７億円
○ すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実 ５５１億円

・地域の特性や創意工夫を生かした子育て支援事業の充実、次世代育成支援のための人材
養成（新規）、ファミリー・サポート・センター事業における病児・病後児、緊急時の預かり等
多様なニーズへの対応（拡充）、地域の子育て支援拠点の拡充、地域に密着した一時預か
りの推進

○ 新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実 ３，５６９億円
・待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大、第３子目以降の保育料の無料化、

家庭的保育事業の拡充などの多様な保育サービスの提供
○ 総合的な放課後児童対策(｢放課後子どもプラン｣)の着実な推進 ２３５億円

・「放課後子どもプラン」の着実な推進
・放課後児童クラブに対するソフト面及びハード面での支援

○ 児童手当国庫負担金 ２，５２３億円

２．児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 ９２６億円
○ 虐待を受けた子ども等への支援の強化 ８７７億円

・子どもを守る地域ネットワークや児童相談所の機能強化、社会的養護体制の拡充

３．母子家庭等自立支援対策の推進 １，７４３億円
○ 母子家庭等の総合的な自立支援の推進 ７８億円

・自立のための就業支援や養育費確保策等の推進
○ 自立を促進するための経済的支援 １，６６５億円

４．母子保健医療の充実 １９３億円
○ 不妊治療への支援等 ４６億円

・不妊治療に要する費用の一部助成等の支援
・妊産婦ケアセンター（仮称）への支援（新規）

○ 小児の慢性疾患等への支援 １４４億円
・小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及等

５．出産等に係る経済的負担の軽減 ７９億円
・安心して出産できるようにするため、出産育児一時金の充実等により、妊産婦の経済的負担
を軽減する。

６．仕事と家庭の両立の支援 １００億円
・育児・介護休業制度の拡充や事業所内保育施設に対する支援の充実と地域開放等

７．安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備 ２６億円
・女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進やパートタイム労働法に基づく正社員
との均衡待遇の確保と正社員転換の推進

【少子化社会対策関連予算（厚生労働省分）】
２１年度予算案額 １兆３，９２２億円 （２０年度予算額 １兆３，４５２億円）

【施策の方向性】
我が国においては、少子化や人口減少が進んでおり、経済産業や社会保障の問題にとどま

らず、国や社会の存立基盤にかかわる問題となっている。
このため、「子ども・子育て応援プラン」等に基づく施策の着実な推進を図るとともに、

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を受け、「新待機児童ゼロ作戦」、「５つの安心
プラン」の一つである「未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会」等を踏まえた少子化
対策を総合的に推進する。

参考資料２
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（連 絡 事 項）
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